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青森県における男女共同参画の現状 
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市議会における女性議員の割合 

I 男女がともに活躍できる環境づくりに関する現状 

１ 政策・方針決定過程への女性の参画状況  

 

（１）県議会・市町村議会の女性議員の状況 

令和２年 12 月 31 日現在の県議会議員総数 47 人（定数 48 人）のうち女性は３人で、女性の割合は

6.4％となっている。 

また、総務省「地方公共団体の議会の議員及び長の所属党派別人員調」によると、市町村議員総数は

576人で、女性は50人（8.7％）、男性は526人（91.3％）となっている。 

内訳は、市議会議員は227 人で、女性が34 人（15.0％）、男性が193 人（85.0％）、町村議会議員は

349人で、女性が16人（4.6％）、男性が333人（95.4％）となっている。 

 

最近の県議会議員一般選挙における議員数（各年12月31日現在） 

 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 

総議員数 46人 46人 46人 47人 47人

うち女性議員数 3人 3人 3人 3人 3人

女性比率 6.5％ 6.5％ 6.5％ 6.4％ 6.4％

 

県議会における女性議員の割合 

 

              町村議会における女性議員の割合 
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資料：総務省「地方公共団体の議会の議員及び長の所属党派別人員調」 
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（２）審議会等における女性の登用状況 

令和３年４月１日現在、県が設置する審議会等数は74で、うち59審議会等で女性委員を登用しており、そ

の割合は79.7％である。また、女性委員数は前年より減少し、委員総数は増加したことから、登用率は前年比

0.6ポイント減の32.8％（委員総数970人中、女性318人）となっている。 

 

県の各種審議会等への登用状況（各年４月１日現在） 

 平成29年 平成30年 平成31年 令和２年 令和３年 

機関数 78 79 79 73 74 

 うち女性を含む機関数（割合） 
70

（89.7％）
71

（89.9％）
65

（82.3％）
59 

（80.8％） 
59

（79.7％）

委員数 1,006人 1,048人 1,040人 961人 970人 

 うち女性委員数（割合） 
355人

（35.3％）
366人

（34.9％）
347人

（33.4％）
321人 

（33.4％） 
318人

（32.8％）

資料：青少年・男女共同参画課 

 

県の審議会等における女性委員の割合【成果目標（令和３年度末） 40％以上】        

 

 

 

市の審議会等（一部事務組合を含む）については、令和３年４月１日現在、総数349で、うち301審議会等で

女性委員を登用しており、その割合は86.2％である。また、女性委員の登用率は前年比0.7ポイント増の27.4％

（委員総数4,626人中、女性1,267人）となっている。 

町村の審議会等（一部事務組合を含む）については、令和３年４月１日現在、総数397で、うち332審議会等

で女性委員を登用しており、その割合は 83.6％である。また、女性委員の登用率は前年比 2.1 ポイント増の

23.7％（委員総数4,477人中、女性1,059人）となっている。 

なお、市町村審議会等全体でみると、女性委員が登用されている審議会等の割合は、84.9％（審議会等総数746

中、633審議会等）、女性委員の登用率は25.6％（委員総数9,103人中、女性2,326人）となっている。 
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資料：青少年・男女共同参画課 
※「全国平均」は政令指定都市を除く。 
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市の審議会等における女性委員の割合           町村の審議会等における女性委員の割合 

         資料：内閣府「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況」 
 

 

（３）県における女性管理職の登用状況 

令和３年４月１日現在の女性管理職の登用状況については、管理職（知事部局、各種委員会、病院局、教

育庁、警察の課長相当職以上に就く者）の総数は679人で、うち女性は63人（9.3％）となっている。 

 

女性管理職の登用状況（各年４月１日現在） 

 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和２年度 令和３年度

管理職 職員数 701人 684人 693人 691人 679人

うち女性職員数 52人 55人 63人 66人 63人

女性比率 7.4％ 8.0％ 9.1％ 9.6％ 9.3％

（参考）全国 9.0％   9.7％   10.3％ 11.1％ 11.8％

  資料：内閣府「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況」 

                      

 

（４）管理的職業従事者に占める女性の割合 

平成29年就業構造基本調査によると、管理的職業従事者に占める女性の割合は14.2％で、全国と比べる

と低くなっている。 

 

管理的職業従事者に占める女性の割合 

 総数 うち女性 女性比率 

青森県 15,400人 2,200人 14.2％

全 国 1,528,100人 226,600人 14.8％

資料：総務省「平成29年就業構造基本調査」を基に作成 

    

 ※「管理的職業従事者」とは、事業経営方針の決定・経営方針に基づく執行計画の充実・作業の監督・統制等、経営体の全般又

は課（課相当を含む）以上の内部組織の経営・管理に従事するものを指す。公務員も含まれる。 
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２ 女性の人財育成と能力開発の状況 

 

（１）高等学校卒業者の進学状況  

令和２年度（令和３年３月）高等学校（全日制・定時制課程）卒業者の進学状況を学校種類別にみると、大

学（学部）への進学者数は4,672 人で、うち女子は2,208 人となり、47.3％を占めている。また、短期大学

（本科）への進学者数は519 人で、うち女子は444 人となり、85.5％を占め、短期大学については女子の進

学者が圧倒的に多くなっている。 

 

高等学校卒業者の進学状況（令和３年５月１日現在） 

 
令和３年３月 
高等学校 
卒業者数 

進学者数 左 の 学 校 種 類 別 進 学 者 数 

 大学（学部） 短期大学（本科） その他 

 進学率  割合  割合  割合 
女
子 

5,194人 2,744人 
(51.5％)
52.8％ 2,208人

(47.3％)
42.5％ 444人

(85.5％) 
8.5％ 92人 

(66.2％)
1.8％ 

男
子 

5,604人 2,586人 
(48.5％)
46.1％ 2,464人

(52.7％)
44.0％ 75人

(14.5％) 
1.3％ 47人 

(33.8％)
0.8％ 

計 10,798人 5,330人 
(100％)
49.4％ 4,672人

(100％)
43.3％ 519人

(100％) 
4.8％ 139人 

(100％)
1.3％ 

資料：教育政策課「高等学校等卒業者の進路状況」を基に作成 

 

 

（２）大学・短期大学等への進学率 

令和２年度（令和３年３月）高等学校（全日制・定時制課程）卒業者の大学・短期大学等への女子の進

学率は52.8％となり、前年より4.1ポイント上昇している。 

資料：教育政策課「高等学校等卒業者の進路状況」を基に作成 

        

進学率の上段は進学者数の合計に対して、下段は男女別の卒業者数に対しての
比率である。学校種類別進学者数の割合の上段は進学先ごとの合計に対して、 
下段は男女別の卒業者数に対しての比率である。 
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※四捨五入のため、構成比率の計が100％にならない

こともある。 

（３）進学者の学部学科別比率 

学部学科別にみた女子の進学者の比率は、大学（学部）では保健（27.9％）が最も多く、次いで社会科学

（26.6％）、人文科学（13.8％）の順になっている。短期大学（本科）では教育（40.5％）が最も多く、次

いで家政（25.2％）、保健（8.8％）の順になっている。 

 

進学者の学部学科別比率（令和３年５月１日現在） 

大学（学部） 短期大学（本科） 

女 子 男 子 女 子 男  子 

保  健 27.9％ 社会科学 34.8％ 教  育 40.5％ 保  健 36.0％

社会科学 26.6％ 工  学 28.7％ 家  政 25.2％ 家  政 17.3％

人文科学 13.8％ 保  健 10.6％ 保  健 8.8％ 社会科学 14.7％

教  育 10.5％ 教  育 7.4％ 社会科学 6.5％ 教  育 14.7％

工  学 6.4％ 人文科学 6.3％ 人文科学 4.7％ 人文科学 2.7％

家  政 5.0％ 理  学 5.5％ 芸  術 1.1％ 工  学   1.3％

農  学 3.7％ 農  学 4.3％ 工  学 － 農  学   1.3％

芸  術 3.1％ 芸  術 0.6％ 農  学 － 芸  術    － 

理  学 1.5％ 家  政 0.4％ そ の 他 13.1％ そ の 他 12.0％

商  船   0.0％ 商  船 －

そ の 他 1.6％ そ の 他 1.3％

                          資料：教育政策課「高等学校等卒業者の進路状況」を基に作成 

                                   
（４）女性の人財育成講座（ウィメンズアカデミー）の開催状況  

青森県男女共同参画センターでは、政策・方針決定の場に参画できる女性人財を育成することを目的に、

あおもりウィメンズアカデミーを開講している。令和２年度は、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、

地域で活躍できる人財の育成を目指した「地域女性リーダーコース」を開催せず、過去の修了生のフォロ

ーアップのため、修了生の現在の取組状況等を掲載した活動報告書を作成した。 

地域女性リーダーコース修了者数 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

修了者数 37人 28人 29人 19人 ―

資料：青森県男女共同参画センター 

また、平成29年度からは、企業等で働く女性を対象とした「働く女性リーダーコース」を設け、指導的

地位や意思決定の場に参画し、キャリアアップ等を図って活躍できる人財の育成を目指しており、令和２

年度はYouTubeを活用したオンデマンド配信講座とし、72人が受講した。 

働く女性リーダーコース受講者数 

 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

受講者数 56人 50人 51人 72人 

資料：青森県男女共同参画センター 
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３ 仕事と生活の調和や雇用等に関する状況 

 

（１）本県における労働力人口 

本県の労働力人口（15歳以上人口のうち就業者数と完全失業者数の合計）は男女ともに年々減少しており、

平成27年の女性労働力人口は299,214 人で、平成22年と比べ10,186 人減少した。労働力人口の男女別構

成比では、女性の占める割合が年々増加しており、平成27年は女性が45.3％で、平成22年と比べ1.3ポイ

ント増加している。 

      

（２）本県における男女別・年齢階級別労働力率 

労働力率（就業者数と完全失業者数を合わせた「労働力人口」が、15歳以上の人口に占める割合）は、平

成27年は女性49.5％、男性69.5％となっており、平成22年と比べると、男性の労働力率が2.2ポイント

減少しているのに対し、女性の労働力率は0.7ポイント増加している。 

 

15歳以上人口・労働力人口・非労働力人口 

 年 次 
15歳以上 

人口 

内 訳 
労働力率 

労働力人口の

男女別構成比労働力人口 非労働力人口

総数 

平成17年 1,237,418人 748,122人 475,552人 61.1％ ―

平成22年 1,196,355人 702,668人 479,058人 59.5％ ―

平成27年 1,148,807人 661,082人 464,278人 58.7％ ―

女性 

平成17年 659,938人 326,517人 327,845人 49.9％ 43.6％

平成22年 640,831人 309,400人 323,984人 48.8％ 44.0％

平成27年 616,174人 299,214人 305,432人 49.5％ 45.3％

男性 

平成17年 577,480人 421,605人 147,707人 74.1％ 56.4％

平成22年 555,524人 393,268人 155,074人 71.7％ 56.0％

平成27年 532,633人 361,868人 158,846人 69.5％ 54.7％

※「労働力人口」と「非労働力人口」の計が「15歳以上人口」と一致しないのは不詳分があるため。  

     資料：総務省「国勢調査」 
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資料：総務省「国勢調査」 

女性労働力人口を年齢階級別にみると、平成27年は平成22年に比べ40～44歳と60歳以上で増加している

が、その他の年齢階級では総じて減少している。 

 

女性の年齢階級別労働力人口 

 平成17年 平成22年 平成27年 

労働力人口 割合 労働力人口 割合 労働力人口 割合 

総数 326,517人 100％ 309,400人 100％ 299,214人 100％

15～19歳 5,840人 1.8％ 4,278人 1.4％ 3,456人 1.2％

20～24歳 25,850人 8.0％ 20,056人 6.5％ 16,893人 5.6％

25～29歳 30,387人 9.3％ 25,581人 8.3％ 21,060人 7.0％

30～34歳 31,906人 9.8％ 29,240人 9.4％ 25,181人 8.4％

35～39歳 31,272人 9.6％ 33,188人 10.7％ 29,682人 9.9％

40～44歳 34,524人 10.6％ 33,346人 10.8％ 34,701人 11.6％

45～49歳 37,252人 11.4％ 34,822人 11.3％ 33,715人 11.3％

50～54歳 40,092人 12.3％ 35,431人 11.4％ 33,713人 11.3％

55～59歳 37,403人 11.5％ 35,489人 11.5％ 32,950人 11.0％

60～64歳 20,934人 6.4％ 27,272人 8.8％ 28,497人 9.5％

65歳以上 31,057人 9.6％ 30,697人 9.9％ 39,366人 13.2％

                                       資料：総務省「国勢調査」 

また、平成27年国勢調査によると、男女別・年齢階級別労働力率は、男性が20歳代後半から50歳代までを

山とする台形を描くのに対し、女性は30歳代を谷とするＭ字カーブを描いている。これは本県のみならず、日

本の女性労働力率の特徴となっているが、本県の女性の労働力率は、20歳以上の年代においては全国平均より

高く、Ｍ字カーブも緩やかである。 
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（３）女性就業者数の推移 

平成 27 年国勢調査によると、本県の女性就業者は 286,578 人となっており、労働人口の減少に伴い就業

者数も年々減少している。しかし、産業分野別でみると、医療・福祉、卸売業・小売業、サービス業を中心

とする第３次産業では、平成22 年から平成27 年にかけて女性就業者が増加しており、平成27 年には女性

就業者数全体の73.2％を占めている。なお、平成27 年の女性労働力人口から女性就業者数を除いた完全失

業者数は12,636人となっている。 

女性就業者数の推移 

 就業者数 増加率 産業別割合 

年度 平成17年 平成22年 平成27年 
平成17年 

→平成22年

平成22年 

→平成27年
平成17年 平成22年 平成27年

総数 685,401人 639,584人 625,970人 △6.7％ △2.1％ ― ― ―

女性 304,052人 
（44.4％） 

287,865人
（45.0％）

286,578人
（45.8％） △5.3％ △0.4％ 100％ 100％ 100％

 

第1次
産業 43,348人 34,969人 32,587人 △19.3％ △6.8％ 14.3％ 12.1％ 11.4％

第2次
産業 43,890人 37,071人 35,503人 △15.5％ △4.2％ 14.4％ 12.9％ 12.4％

第3次
産業 214,158人 208,445人 209,731人 △2.7％ 0.6％ 70.4％ 72.4％ 73.2％

分類 
不能 2,656人 7,380人 8,757人 ― ― 0.9％ 2.6％ 3.0％

    資料：総務省「国勢調査」 

一方、平成 29 年就業構造基本調査によると、本県における女性の無業者のうち就業を希望する者は

47,100人で、就業希望者比率は15.2％となっている。また、年齢階級別有業率は25歳～29歳でピークの

82.0％となり、30歳～34歳では81.0％、35歳～39歳では80.2％とＭ字カーブはほとんど認められず台形

に近い形になっている。 

15歳以上女性無業者総数と就業希望の有無 

 

 

 

 

資料：総務省「就業構造基本調査」 

      女性の年齢階級別有業率（平成29年） 

    

  

 

 

 

  

①女性無業者総数 

 

無業者 
比率 

就業希望及び求職活動の有無 

②就業希望者総数 

非就業 
希望者数 就業希望者

比率②／①
③求職者数

求職者比率 
③／① 

非求職者数

平成29年 310,100人 50.9％ 47,100人 15.2％ 17,600人 5.7％ 29,300人 257,100人

平成24年 337,400人 53.2％ 64,100人 19.0％ 26,700人 7.9％ 37,300人 271,900人

18.1 

69.2 81.2 
74.0 72.9 76.9 77.9 76.8 

70.4 55.1 

35.4 

21.6 

6.6 
15.8 

67.0 

82.0 81.0 80.2 79.3 81.1 
79.0 

71.3 

54.9 
35.7 

23.4 

7.4 

0.0
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50.0

60.0

70.0

80.0

90.0
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15～
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25～
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30～

34歳
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39歳

40～

44歳

45～

49歳

50～

54歳

55～

59歳

60～

64歳

65～

69歳

70～

74歳

75歳

以上

％

全国平均

青森県
資料：総務省「平成29年就業構造基本調査」 
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（４）男女別所定内給与額 

令和２年賃金構造基本統計調査によると、本県の女性の所定内給与額の平均は 206,200 円となっており、

男性の所定内給与額の77.6％となっている。 

全国の女性の所定内給与額の平均は251,800円となっており、男性の所定内給与額の74.3％となっている。 

 

男女別一般労働者の所定内給与額（令和２年） 

 

青森県 
女性の水準 

（男性＝100）

全 国 
女性の水準 

（男性＝100）
所定内給与額 所定内給与額 

女性 男性 女性 男性 

産業計 206,200円 265,700円 77.6％ 251,800円 338,800円 74.3％

（年齢） 44.6歳 45.4歳 ― 42.0歳 43.8歳 ― 

（勤続年数） 10.7年 13.4年 ― 9.3年 13.4年 ― 

 資料：厚生労働省「令和２年賃金構造基本統計調査」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）女性のパートタイム労働者の就業状況 

パートタイム労働者と通常の労働者との均衡のとれた待遇の確保などを目的とする「短時間労働者の雇用

管理の改善等に関する法律」と同法に基づく「パートタイム労働指針」では、事業主が行うべきパートタイ

ム労働者の適正な労働条件の確保など、雇用管理の改善を図るための措置について定めている。 

令和２年の本県の女性パートタイム労働者の実態をみると、平均年齢49.6歳、平均勤続年数7.3年、 

１日当たり所定内実労働時間5.2時間、１時間当たり所定内給与額は1,017円となっている。 

 

本県パートタイム労働者の労働実態（産業計）（令和２年） 

 平均年齢 
平均 

勤続年数 
実労働 
日数 

1日当たり
所定内実労
働時間数 

1時間当た
り所定内 
給与額 

年間賞与 
その他 

特別給与額 
労働者数 

女性 49.6歳 7.3年 18.3日 5.2時間 1,017円 39,400円 55,100人

男性 46.8歳 6.2年 16.5日 4.8時間 1,367円 27,200円 16,620人

資料：厚生労働省「令和２年賃金構造基本統計調査」 

73.0 73.4 73.3 
74.3 74.3 

73.8 

75.7 

80.6 

76.9 
77.6 

68.0

70.0

72.0

74.0

76.0

78.0

80.0

82.0

H28 H29 H30 R1 R2

％

一般労働者の男女間所定内給与額格差の推移

全国

青森県
資料：厚生労働省 

「令和２年賃金構造基本統計調査」 
※男性を100として算出している。
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（６）年間総労働時間 

令和２年毎月勤労統計調査結果（事業所規模５人以上）によると、本県の年間総労働時間は1,768.8時間

で、全国の1,621.2時間に比べ147.6時間多い。 

所定内労働時間は、1,656.0時間で、全国の1,510.8時間に比べ145.2時間多い。 

所定外労働時間は、112.8時間で、全国の110.4時間に比べ2.4時間多い。 

年間出勤日数は、236.4日で、全国の212.4日に比べ24.0日多い。 

 

年間労働時間・出勤日数 

 
青森県 全国 

令和元年 令和２年 前年比（差） 令和元年 令和２年 前年比（差）

総労働時間 1,800.0時間 1,768.8時間 △1.7％ 1,669.2時間 1,621.2時間 △2.9％

所定内労働時間 1,682.4時間 1,656.0時間 △1.6％ 1,542.0時間 1,510.8時間 △2.0％

所定外労働時間 117.6時間 112.8時間 △4.1％ 127.2時間 110.4時間 △13.2％

出勤日数 237.6日 236.4日 (△1.2日) 216.0日 212.4日 (△3.6日)

資料：厚生労働省「毎月勤労統計調査」（全国）  統計分析課「毎月勤労統計調査地方調査」（青森県） 

※総労働時間、所定内労働時間及び出勤日数については、各月間平均値を12倍し算出。所定外労働時間については、総労働時間から所定

内労働時間を差し引いて算出。 

 

（７）男女別育児休業制度の利用状況 

令和２年度雇用均等基本調査によると、平成30 年 10 月１日から令和元年９月30 日までの１年間に在職

中に出産した者又は配偶者が出産した者のうち、令和２年10月１日までに育児休業を開始した者の割合は、

全国で、女性81.6％に対し、男性は12.65％であった。 

一方、令和２年青森県中小企業等労働条件実態調査（労政・能力開発課）によると、青森県内の事業所に

おける令和２年１月１日から令和２年12月31日までの育児休業制度の利用状況は、出産した女性の97.4％

が育児休業を利用したのに対し、配偶者が出産した男性の利用率は10.7％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「雇用均等基本調査」（全国） 労政・能力開発課「中小企業等労働条件実態調査」（青森県） 

※全国と本県では、基準とする期間が異なる。また本県の調査は中小企業の平均値ではなく、傾向を把握するための参考値である。 

男性の育児休業取得率の推移 

【成果目標（令和３年） 2.7％】 

81.6 

12.65 
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10.7

0.0
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40.0

60.0

80.0

100.0
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％
育児休業制度の利用状況（令和２年）
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（８）男性の家事・育児等への参画状況 

平成28年社会生活基本調査によると、６歳未満の子どもがいる本県の夫及び妻の家事・育児関連時間は、

夫が１時間14分、妻が６時間40分であり、平成23年調査と比べると、夫は23分、妻は５分増加している。 

 

６歳未満の子どもがいる夫及び妻の家事・育児関連時間 

 

青森県 全国平均 

夫 妻 夫 妻 

平成23年 平成28年 平成23年 平成28年 平成23年 平成28年 平成23年 平成28年

家事 9分 17分 3時間37分 2時間57分 12分 17分 3時間35分 3時間7分

介護 
・看護 

― 0分 1分 5分 0分 1分 3分 6分 

育児 30分 44分 2時間26分 3時間8分 39分 49分 3時間22分 3時間45分

買い物 12分 13分 36分 35分 16分 16分 41分 36分 

合計 51分 1時間14分 6時間40分 6時間45分 1時間7分 1時間23分 7時間41分 7時間34分

                     資料：総務省「社会生活基本調査」 

 

（９）女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画策定状況 

女性の能力が十分に発揮できる社会を実現するため、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女

性活躍推進法）」が平成28年４月１日から全面施行され、常時雇用労働者301人以上の国及び地方公共団体以外

の事業主（以下、「一般事業主」という。）は、（１）自社の女性の活躍状況の把握・課題分析、（２）一般事業主

行動計画の策定・届出・公表、（３）自社の女性の活躍に関する情報公表などが義務付けられた。（常時雇用労働

者101人以上300人以下の一般事業主については令和４年３月31日までの間は努力義務。常時雇用労働者100

人以下の一般事業主については努力義務。） 

令和３年９月30日現在、本県では、常時雇用労働者301人以上の企業においては122社中122社が一般事業

主行動計画を策定・届出し、300人以下の企業においては85社が策定・届出を行っている。 

 

女性活躍推進法に係る一般事業主行動計画策定届出状況（令和３年９月30日現在） 

常時雇用労働者301人以上の企業 300人以下の企業 

企業数 
一般事業主行動計画

届出企業数 届出率 
一般事業主行動計画

届出企業数 

122社 122社 100％ 85社 

資料：厚生労働省「女性活躍推進法に係る一般事業主行動計画策定届出状況」 

 

 

12



- 13 - 

 

４ 農林水産業等における状況 

 

（１）家族経営協定締結農家数 

農業経営における女性の役割と位置づけを明確にするために、家族間で就業条件等の取り決めを行う「家族 

経営協定」を文書で締結する農家が増えており、締結農家数は令和３年３月31日現在で1,307戸となってい

る。 

また、令和２年度中に新規締結した32戸のうち、39歳以下の女性がいる農家は10戸となっている。 

 

家族経営協定締結戸数（各年３月31日現在）【成果目標（令和３年度末 1,450戸）】 

 平成29年 平成30年 平成31年 令和２年 令和３年 

締結農家戸数 1,294戸 1,290戸 1,301戸 1,302戸 1,307戸

    資料：農林水産政策課 

 

（２）農山漁村女性の登用状況及びリーダー等の状況 

農林水産政策課及び地域県民局地域農林水産部では、女性の声を地域に反映させることができるよう、各種 

セミナーや男女共同参画推進会議の開催などにより、農山漁村女性リーダーの育成を行っている。 

 

農山漁村女性の登用状況及びリーダー等の育成状況（各年４月１日現在） 

  平成29年 平成30年 平成31年 令和２年 令和３年

方針決定の 

場への登用 

女性の農業委員 44人(6.4％) 56人(10.2％) 53人(9.4％) 56人(10.0%) 56人(10.0%)

県農政審議会委員
の女性の割合 45.0％ 45.0％ 45.0％ 50.0% 50.0% 

女性リーダー 

等の認定 

女性農業経営士 ２人(1.5％) １人(0.8％) １人(0.8％) ０人(0%) ０人(0%)

女性青年農業士 ５人(2.5％） ５人(2.6％) ５人(2.5％) ５人(2.6%) ６人(3.2%)

ＶｉＣ・ウーマン 352人 343人 325人 297人 262人 

※（ ）は女性比率。                                      資料：農林水産政策課 

※「ＶｉＣ・ウーマン」とは、Village Conductor of Womanの略称で、「地域のよりよい『農林水産業とくらし』を指揮するリー

ダー」を意味する。 
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（３）農山漁村女性の起業等の状況 

農山漁村女性による加工・直売や農家レストラン、各種体験受入等の起業活動が地域活性化や農林水産業振

興の大きな原動力となっている。 

令和３年３月31日現在の女性起業数は325件となり、このうち、個人経営による起業活動は177件、グル

ープ経営による起業活動は 148 件で、前年と比較するとグループ経営が減少した。起業内容は、直売所での

販売や食品加工の取組が多くなっている。 

 

農山漁村女性の起業数（各年３月31日現在） 

    平成29年 平成30年 平成31年 令和２年 令和３年 

個人経営 
189件 

（51.4％） 
185件

（51.0％） 
188件

(52.5％) 
179件 

(51.7％) 
177件

(54.5％) 

グループ経営 
179件 

（48.6％） 
178件

（49.0％） 
170件

(47.5％) 
167件 

(48.3％) 
148件

(45.5％) 

合 計 368件 363件 358件 346件 325件 

 資料：農林水産政策課 

  

（４）漁業における女性就業者数 

平成30年の漁業就業者を男女別にみると、女性は1,474 人（構成比17.6％）、男性は6,921人（同82.4％）

で、平成25年に比べ女性は458人、男性は1,026人それぞれ減少した。 

なお、漁業における女性の役割は大きく、特に陸奥湾におけるホタテガイ養殖経営体では、女性をはじめ家

族が重要な働き手となっている。 

 

漁業就業者数（各年11月１日現在） 

 女 性 男 性 計 

平成20年 
人数 2,337人 9,132人 11,469人 

構成比 20.4％ 79.6％ 100％ 

平成25年 
人数 1,932人 7,947人 9,879人 

構成比 19.6％ 80.4％ 100％ 

平成30年 
人数 1,474人 6,921人 8,395人 

構成比 17.6％ 82.4％ 100％ 

資料： 農林水産省「漁業センサス」 
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（５）農業、商工分野における女性役員等の状況 

令和３年４月１日現在、県内農業委員数に占める女性委員の割合は10.0％、農業協同組合役員に占める女

性の割合は8.9％であった。 

また、商工会議所・商工会役員に占める女性の割合は7.6％となっている。 

 

県内の農業、商工分野における女性役員等の状況（各年４月１日現在） 

 令和２年 令和３年 

農業委員に占める女性委員の割合 10.0％ 10.0％ 

女性委員が登用されていない農業委員会数 40委員会中6委員会 40委員会中5委員会 

農業協同組合の役員に占める女性の割合 8.9％ 8.9％ 

女性役員がいない農業協同組合数 総合農業協同組合
10農協中１農協 

総合農業協同組合
10農協中１農協 

商工会議所、商工会役員の女性割合 7.6％ 7.6％ 

女性役員がいない商工会議所、商工会数 49か所中３か所 49か所中３か所 

資料：各課調べ（構造政策課 団体経営改善課 商工政策課） 
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Ⅱ 安心して暮らせる社会づくりに関する現状 

１ 地域社会における状況 

 

（１）消防団員に占める女性団員の割合 

消防団員は、少子化・高齢化、産業・就業構造の変化等に伴い、年々減少傾向にある。このような中で、女

性消防団員は増加傾向にあることから、女性消防団員の入団を更に加速させるため、市町村等の取組に対す

る支援や各種広報媒体を活用した消防団の紹介・ＰＲ活動を推進する。 

 

消防団員に占める女性の割合（各年４月１日現在）【成果目標（令和３年度末） ５％】 

        平成29年 平成30年 平成31年 令和２年 令和３年 

消防団員数 18,844人 18,542人 18,271人 18,013人 17,591人

うち女性団員数 482人 481人 500人 526人 526人

女性比率 2.6％ 2.6％ 2.7％ 2.9％ 3.0％

                                           資料：消防保安課 

 

（２）自治会長に占める女性の割合 

地域における指導的地位である自治会長に占める女性の割合について、令和２年は増加しているが、令和

３年は横ばいであり、依然として全国平均と比べると低い状況にある。 

本県の令和３年４月１日現在の女性自治会長数は158人で、その割合は4.6％である。 

 

自治会長に占める女性の割合（各年４月１日現在） 

        平成29年 平成30年 平成31年 令和２年 令和３年 

自治会長数 3,490人 3,436人 3,496人 3,393人 3,460人 

女性自治会長の 
いる市町村数 21団体 21団体 20団体 22団体 25団体 

女性自治会長数 135人 128人 119人 155人 158人 

女性比率 3.9％ 3.7％ 3.4％ 4.6％ 4.6％ 

（参考）全国 5.4％ 5.7％ 5.9％ 6.1％ 6.3％ 

        資料：内閣府「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況」 

                  

 

  

16



 

 

２ 女性に対する暴力の状況 

 

（１）配偶者暴力相談支援センターにおけるＤＶ相談件数 

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（以下「配偶者暴力防止法」という。）に基づき、

県が設置する女性相談所、６か所の各地域県民局地域健康福祉部福祉総室・福祉こども総室、青森県男女共同

参画センター、青森市が設置する青森市配偶者暴力相談支援センター及び令和３年10月から八戸市が設置す

る八戸市配偶者暴力相談支援センターをあわせて計10か所において、「配偶者暴力相談支援センター」として

被害者からの相談、指導及び一時保護、情報提供、その他の援助を行っている。 

令和２年度に配偶者暴力相談支援センターに寄せられた相談件数は1,070件（女性1,064件、男性6件）と

なっている。 

 

配偶者暴力相談支援センターに寄せられた相談件数（各年３月31日現在）  

   平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

青森県 850 797 882 991 1,070

全 国 106,367 106,110 114,481 119,276 190,030

                                         資料：こどもみらい課 内閣府 

 

 

（２）警察におけるＤＶ相談取扱状況 

令和２年に警察に寄せられたＤＶ相談件数は462件に及んでいる。 

また、検挙件数は、刑法犯等（傷害、暴行など）が45件、配偶者暴力防止法違反事件が1件であり、配偶

者暴力防止法に基づく保護命令通知件数は10件となっている。 

ＤＶ事案は、被害者のほとんどが女性であり、暴力行為が長期間に及ぶことが多いため、被害者の早期相談

が望まれる。 

ＤＶ相談取扱状況 

 青森県 全国 

令和元年 令和２年 令和元年 令和２年 

取 扱 件 数 468 462 82,207 82,643

検 挙 

件 数 

刑法犯等 66 45 9,090 8,702

配偶者暴力防止法 0 1 71 76

 

保 護 命

令 通 知

件 数 

接近禁止命令 3 0 92 106

接近禁止・退去命令 2 0 19 21

接近禁止・電話等禁止命令 4 9 1,138 974

接近禁止・退去・電話等禁止命令 1 1 413 359

退去命令 0 0   1   0

計 10 10 1,663 1,460

資料：警察本部少年女性安全課 警察庁 
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（３）あおもり性暴力被害者支援センターにおける相談総数等 

     平成29年３月30日に県、県警察、公益社団法人あおもり被害者支援センター、青森県産婦人科医会の四者 

で締結した「性暴力被害者への支援における連携・協力に関する協定」に基づき、平成29年４月１日に県が

開設したあおもり性暴力被害者支援センターは、被害を受けた御本人やその御家族などからの相談を受け、要

望に応じた必要な支援をコーディネートする拠点となっており、相談や付添い支援、希望により産婦人科医療

機関の紹介や警察への引継ぎなど、被害直後からの総合的な支援を、可能な限り一か所で提供するワンストッ

プ支援センターとしての役割を担っている。 

     令和２年度にあおもり性暴力被害者支援センターに寄せられた延べ相談総数は434件となっている。 

 

あおもり性暴力被害者支援センターに寄せられた相談総数等 

 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

延べ相談総数 445件 427件 399件 434件 

相談実人員 79人 92人 90人 95人 

相談事案数 74件 84件 77件 86件 

資料：青少年・男女共同参画課 
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Ⅲ 男女共同参画社会の基盤づくりに関する現状 

 男女共同参画に関する意識 
   

令和２年青森県男女共同参画に関する意識調査によると、「妻は家庭を守り、夫は外で働く」という考え方に反

対する人の割合は56.1％であり、賛成する人の割合の34.7％を21.4ポイント上回っている。また、男女の地位

の平等感では、社会生活の多くの場面で男性優位と感じる人の割合が高くなっている。 

 

「妻は家庭を守り、夫は外で働く」という考え方に対する賛否 （単位：％） 

 

 

男女の地位の平等感 （n=852 単位％）

 
資料：青少年・男女共同参画課「令和２年青森県男女共同参画に関する意識調査」 
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＜資料＞ 青森県の人口  
１ 人口の推移 

令和２年10月１日現在の本県の総人口は、1,237,984人である。女性は654,582人(52.9％)、男性は583,402人 

(47.1％)で、令和元年に比べて女性が6,248人、男性が2,059人減少した。 
なお、令和２年10月１日現在の女性人口（645,806人,年齢不詳除く。）を年齢別にみると、15歳未満人口（年 

少人口）が63,214人、15～64歳人口（生産年齢人口）が339,280人、65歳以上人口（老年人口）は243,312人で、 

その割合は女性人口のそれぞれ9.8％、52.5％、37.7％となっており、65歳以上人口（老年人口）の割合は、男 

性29.6％(169,631人)に比べて8.1ポイント高い。 

青森県の人口の推移（各年10月１日現在） 

年次 世帯数 
人 口 前年に対する

総数の増減 
女性1 0 0人に
対する男性比率総数 女性 男性

昭和60年 443,995世帯 1,524,448人 793,009人 731,439人 △2,915人 92.2％

平成 2年 455,304世帯 1,482,873人 778,115人 704,758人 △17,855人 90.6％

   7年 482,731世帯 1,481,663人 777,474人 704,189人 10,667人 90.6％

  12年 506,540世帯 1,475,728人 773,155人 702,573人 650人 90.9％

  17年 510,779世帯 1,436,657人 757,580人 679,077人 △14,290人 89.6％

  22年 513,385世帯 1,373,339人 727,198人 646,141人 △9,178人 88.9％

  27年 510,945世帯 1,308,265人 693,571人 614,694人 △13,630人 88.6％

  28年 512,447世帯 1,293,681人 685,952人 607,729人 △14,584人 88.6％

  29年 513,912世帯 1,278,581人 678,021人 600,560人 △15,100人 88.6％

  30年 514,846世帯 1,262,815人 669,525人 593,290人 △15,766人 88.6％

令和元年 515,482世帯 1,246,291人 660,830人 585,461人 △16,524人 88.6％

2年 511,526世帯 1,237,984人 654,582人 583,402人 △8,307人 89.1％

            資料：昭和60年、平成2、7、12、17、22、27年、令和2年は、総務省統計局「国勢調査」 

平成28年～令和元年は、統計分析課「青森県人口移動統計調査」 

青森県の人口の推移 

資料：昭和60年、平成2、7、12、17、22、27年、令和2年は、総務省統計局「国勢調査」 

 平成28年～令和元年は、統計分析課「青森県人口移動統計調査」
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年齢（５歳階級）別推計人口（令和２年10月１日現在） 

 
青森県 市部 町村部 

総数（人） 女性（人） 男性（人） 総数（人） 女性（人） 男性（人） 総数（人） 女性（人） 男性（人）

総数 1,237,984 654,582 583,402 965,568 512,467 453,101 272,416 142,115 130,301 

０～４歳 37,334 18,354 18,980 29,778 14,570 15,208 7,556 3,784 3,772 

５～９歳 43,520 21,192 22,328 34,603 16,791 17,812 8,917 4,401 4,516 

10～14歳 48,258 23,668 24,590 38,069 18,741 19,328 10,189 4,927 5,262 

15～19歳 52,090 25,132 26,958 42,021 20,251 21,770 10,069 4,881 5,188 

20～24歳 43,854 20,852 23,002 35,962 17,359 18,603 7,892 3,493 4,399 

25～29歳 46,128 22,242 23,886 37,007 18,116 18,891 9,121 4,126 4,995 

30～34歳 53,139 26,139 27,000 42,431 21,103 21,328 10,708 5,036 5,672 

35～39歳 64,849 32,273 32,576 51,695 25,916 25,779 13,154 6,357 6,797 

40～44歳 75,800 37,622 38,178 60,593 30,507 30,086 15,207 7,115 8,092 

45～49歳 85,326 42,864 42,462 68,007 34,477 33,530 17,319 8,387 8,932 

50～54歳 81,545 41,748 39,797 64,214 33,158 31,056 17,331 8,590 8,741 

55～59歳 84,210 43,527 40,683 65,463 34,195 31,268 18,747 9,332 9,415 

60～64歳 89,226 46,881 42,345 67,815 35,877 31,938 21,411 11,004 10,407 

65～69歳 100,699 53,137 47,562 75,362 40,076 35,286 25,337 13,061 12,276 

70～74歳 101,906 54,970 46,936 77,529 42,369 35,160 24,377 12,601 11,776 

75～79歳 73,871 43,095 30,776 56,061 32,874 23,187 17,810 10,221 7,589 

80～84歳 62,724 39,201 23,523 46,392 28,926 17,466 16,332 10,275 6,057 

85～89歳 46,710 31,894 14,816 34,169 23,492 10,677 12,541 8,402 4,139 

90～94歳 21,082 15,989 5,093 15,307 11,661 3,646 5,775 4,328 1,447 

95～99歳 5,237 4,397 840 3,739 3,147 592 1,498 1,250 248 

100歳以上 714 629 85 517 457 60 197 172 25 

15歳未満 
（年少人口） 129,112 63,214 65,898 102,450 50,102 52,348 26,662 13,112 13,550 

15～64歳 
（生産年齢人口） 676,167 339,280 336,887 535,208 270,959 264,249 140,959 68,321 72,638 

65歳以上 
（老年人口） 412,943 243,312 169,631 309,076 183,002 126,074 103,867 60,310 43,557 

※総数には年齢不詳を含む。                                        資料：総務省統計局「国勢調査」 
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２ 出生・死亡の状況 
（１）出生 

本県の令和２年の出生数は6,837人で、前年の7,170人に比べて333人減少し、出生率（人口千対）は5.6で前 

年の5.8を0.2ポイント下回った。全国の出生数は840,835人で、前年の865,239人より24,404人減少し、出生率 

（人口千対）は6.8で前年の7.0を0.2ポイント下回った。また、本県の１人の女性が一生に産む子どもの数を表

す合計特殊出生率は1.33で前年の1.38を0.05ポイント下回った。 

     

出生数の推移 

年次 
出生数 出生率（人口千対） 合計特殊出生率 

青森県 全国 青森県 全国 青森県 全国 

平成12年 12,920人 1,190,547人 8.8 9.5 1.47 1.36 

    17年 10,524人 1,062,530人 7.3 8.4 1.29 1.26 

    22年 9,712人 1,071,305人 7.1 8.5 1.38 1.39 

   27年 8,621人 1,005,721人 6.6 8.0 1.43 1.45 

  28年 8,626人 977,242人 6.7 7.8 1.48 1.44 

  29年 8,035人 946,146人 6.3 7.6 1.43 1.43 

  30年 7,803人 918,400人 6.2 7.4 1.43 1.42 

令和元年 7,170人 865,239人 5.8 7.0 1.38 1.36 

2年 6,837人 840,835人 5.6 6.8 1.33 1.34 

            資料：健康福祉政策課、厚生労働省「人口動態統計（確定数）の概況」 ※令和2年は概数 

 

（２）死亡 

本県の令和２年の死亡数は17,905人で、前年の18,424人に比べて519人減少し、死亡率（人口千対）は14.6

で前年の14.9を0.3ポイント下回った。また、全国の死亡数は1,372,755人で、前年の1,381,093人より8,338人

減少し、死亡率（人口千対）は11.1で前年の11.2を0.1ポイント下回った。 

 
死亡数の推移 

年次 
死亡数 死亡率（人口千対） 

青森県 全国 青森県 全国 

平成12年 13,147人 961,653人 8.9 7.7

17年 14,882人 1,083,796人 10.4 8.6

   22年 16,030人 1,197,014人 11.7 9.5

    27年 17,148人 1,290,510人 13.1 10.3

   28年 17,309人 1,308,158人 13.4 10.5

     29年 17,575人 1,340,567人 13.8 10.8

     30年 17,936人 1,362,470人 14.3 11.0

令和元年 18,424人 1,381,093人 14.9 11.2

2年 17,905人 1,372,755人 14.6 11.1

資料：健康福祉政策課、厚生労働省「人口動態統計（確定数）の概況」 ※令和2年は概数 
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３ 婚姻と離婚の状況 
（１）婚姻 

本県の令和２年の婚姻件数は4,032組で、前年の4,601組に比べて569組減少し、婚姻率（人口千対）は3.3で、

前年の3.7を0.4ポイント下回った。また、全国の婚姻件数は525,507組で前年の599,007組より73,500組減少し、

婚姻率（人口千対）は4.3で前年の4.8を0.5ポイント下回った。 

 

（２）離婚 

本県の令和２年の離婚件数は1,915組で、前年の2,009組に比べて94組減少し、離婚率（人口千対）は1.56で、 

前年の1.62を0.06ポイント下回った。また、全国の離婚件数は193,253組で前年の208,496組より15,243組減少 

し、離婚率（人口千対）は1.57で前年の1.69を0.12ポイント下回った。 

 

婚姻及び離婚件数の推移 

年次 

婚姻 離婚 

婚姻件数 婚姻率（人口千対） 離婚件数 離婚率（人口千対）

青森県 全国 青森県 全国 青森県 全国 青森県 全国 

平成12年 8,138 798,138 5.5 6.4 3,092 264,246 2.10 2.10

17年 6,584 714,265 4.6 5.7 3,281 261,917 2.29 2.08

  22年 5,926 700,222 4.3 5.5 2,679 251,379 1.96 1.99

 27年 5,432 635,225 4.2 5.1 2,267 226,238 1.74 1.81

 28年 5,135 620,707 4.0 5.0 2,164 216,856 1.68 1.73

 29年 5,122 606,952 4.0 4.9 2,092 212,296 1.64 1.70

 30年 4,737 586,481 3.8 4.7 2,022 208,333 1.61 1.68

令和元年 4,601 599,007 3.7 4.8 2,009 208,496 1.62 1.69

2年 4,032 525,507 3.3 4.3 1,915 193,253 1.56 1.57

                資料：健康福祉政策課、厚生労働省「人口動態統計（確定数）の概況」 ※令和2年は概数 
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